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別紙

防衛装備庁における外部評価実施要領

１ 外部評価実施要領の目的

本実施要領は、防衛省研究開発評価実施要領について（装技計第１０３号。２７

．１０．１）（以下「評価実施要領通知」という。）別紙の第３の規定に基づき、外

部評価の実施に関する細部の事項を定めることを目的とする。

２ 外部評価の基本的な流れ

防衛省研究開発評価指針（防装庁（事）第１４号。２７．１０．１）（以下「評

価指針」という。）別紙の第２第２項第２号ウの規定に基づき、防衛装備庁（以下

「装備庁」という。）に組織として独立性を確保して設置した外部評価委員会（以

下「委員会」という。）は、研究開発事業の技術事項に関し、外部の学識経験者等

から関連する専門的意見を聴取することにより、今後実施する研究開発事業の企画

・計画、実施方法等の改善に資することを目的としている。委員会の評価結果につ

いては、外部評価報告書を作成し、評価実施要領通知別紙の第３第２項第１号の規

定に基づき、委員会の委員長から防衛技監に報告するとともに、装備品等の研究開

発に関する訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第３７号）第１７条に規定する成果報

告（以下「成果報告」という。）の一部として活用されるものである。

３ 対象項目候補の選定

⑴ 評価実施要領通知別紙の第３第１項第１号の外部評価対象の研究開発項目（以

下「対象項目」という。）は、成果報告を予定する研究開発項目の中から、技術

戦略部技術計画官において候補（以下「対象項目候補」という。）を選定する。

⑵ 対象項目候補は、評価指針別紙の第２第２項第２号アの規定に基づき、防衛省

の外部の委員会に諮るべき技術事項（以下「評価対象事項」という。）に関連す

る分野について十分な技術的知見を有し、評価の客観性が担保できる学識経験者

等による適正な評価が実施可能なものでなければならない。

⑶ 対象項目候補は、評価指針別紙の第２第２項第２号イの規定に基づき、高度の

秘密保全が求められるもの以外すべて（研究活動に支障のない範囲）とする。

⑷ 以下に掲げるものを対象項目候補とすることを原則とする。

ア 研究試作総経費１０億円以上の研究

イ 保全上の問題がなくデュアルユース技術を含有し外部評価に値する装備品等

の開発

⑸ 既に選定された対象項目で新たに評価時点が来るものについては、計画どおり

継続的に選定することを原則とする。

４ 評価時点



⑴ 評価指針別紙の第２第２項第２号イの規定に基づき、外部評価は、中間評価及

び事後評価について技術的観点から評価を実施するものとする。

⑵ 中間評価は、適宜適切な時期に、年度業務計画の評価時点に合わせて実施する

ものとする。

５ 委員会年度計画の作成

⑴ 成果報告（船舶設計、経年変化試験を除く。）を予定する研究開発項目の業務

計画の計画担当部署（以下「担当部署」という。）は、原則として前年度１月末

までに、別記様式第１に示す作成要領に従い、対象項目、評価対象事項、実施希

望時期等を記載した外部評価事前検討書を作成し、技術戦略部長に送付するもの

とする。

⑵ 外部評価事前検討書における評価対象事項は、対象項目に係る技術全般とする

ことを原則とする。ただし、外部評価を実施することで、装備品等の運用上の支

障等が生じるおそれがある場合は、評価対象事項を対象項目に係る主要な構成要

素に関する技術に限定することができる。

⑶ 技術戦略部長は、対象項目候補の担当部署と調整の上、対象項目の選定及び評

価対象事項の指定を行い、別記様式第２に示す委員会年度計画を原則として前年

度末までに作成し、防衛技監の決裁を経て、関係のある長官官房装備官、研究所

長及び試験場長に通知するものとする。

６ 委員の選定手続

⑴ 評価実施要領通知別紙の第３第１項第２号の規定に基づきで防衛技監が委嘱す

る委員は、主として評価対象事項に関連する分野を専門とする大学教授等、公的

研究機関（独立行政法人を含む。）の研究員等（同等以上の職歴を有する者又は

専門知識を有する者を含む。）から技術戦略部長が候補者名簿案を作成し、評価

実施要領通知別紙の第３第１項第２号の規定に係る必要な事務手続きを行うもの

とする。

⑵ 技術戦略部長は、委員会設置前に、候補者名簿案に記載された委員候補者に対

して委員会の主旨等の説明を行った後、委嘱に対する委員候補者の意向を確認す

るものとする。

７ 委員会設置、委員委嘱手続等

⑴ 委嘱する委員の数は、各評価対象事項について、原則として４名以上とする。

⑵ 既に選定された研究開発項目で新たに評価時点が来るものについて、評価対象

事項が変更又は追加された場合は、新たに委員の選定を行うものとする。

⑶ 前項第２号の説明の結果、委員候補者から委員委嘱の承諾が得られた場合、技

術戦略部長は、速やかに必要な事務手続きを行うものとする。

⑷ 評価実施要領通知別紙の第３第１項第２号の委嘱のため、技術戦略部長は、委

員候補者から受領した承諾文書をもとに委嘱状を交付するために必要な事務手続



きを行うものとする。

⑸ 委員の招集のため、技術戦略部長は、委員に開催通知を送付するために必要な

事務手続きを行うものとする。また、担当部署に開催通知を送付するものとする。

８ 謝金等

各委員に対しては、原則として委員会を開催した後に、委員の所属する団体の所

在地、委員会のために要した時間等に応じ、謝金等を支払う事務手続きを行うもの

とする。

９ 委員会の運営

⑴ 委員会は、原則として対象項目に係る成果報告前に開催する。

⑵ 委員会の開催に先立ち、当日の審議を円滑に実施するため、技術戦略部革新技

術戦略官（以下「革新技術戦略官」という。）は、対象事項について委員に対し

事前説明を行うものとする。

⑶ 委員会は２時間程度で行うこととする。

⑷ 委員会では、秘密等（特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８

号）第３条第１項に規定する特定秘密、日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護

法（昭和２９年法律第１６６号）第３条第１項に規定する特別防衛秘密及び秘密

保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号）第２条第１項に規定する秘

密をいう。）は扱わないものとする。

⑸ 幹事は、委員が適切に評価できるように、必要に応じ評価実施要領通知別紙の

第３第１項第３号で選出された委員長に進行に係る助言を行う。

⑹ 委員長は、外部評価報告書を作成するものとする。

⑺ 委員会終了後、担当部署は速やかに議事録を作成し、革新技術戦略官に提出す

るものとする。

⑻ 委員が委員会に出席できない場合には、革新技術戦略官は、事前に当該委員の

意見を書面によって聴取し、委員会へ提出するものとする。

⑼ 委員から評価対象事項に関する説明の要請又は見学の申し出等があった場合

は、革新技術戦略官は、担当部署と調整するものとする。

１０ 委員会委員の離任

評価実施要領通知別紙の第３第２項第１号の客観的かつ公正、中立の立場で適正

な評価を妨げる正当な理由がある場合、評価実施要領通知別紙の第３第１項第２号

に抵触する場合又は委員からの申し出があった場合は、評価実施要領通知別紙の第

３第１項第２号の離任手続きは委嘱の中止として行う。この場合において、評価実

施要領通知別紙の第３第２項第１号の客観的かつ公正、中立の立場で適正な評価を

妨げる正当な理由がある場合又は評価実施要領通知別紙の第３第１項第２号に抵触

する場合等とは次の各号に掲げる事項のいずれかに該当する場合とし、技術戦略部

長が行う委嘱中止に必要な事務手続きは、当該委員、担当部署と調整の上、行うも



のとする。

⑴ 健康上あるいは職務上の都合等を理由として、委員本人から離任の申し出があ

った場合

⑵ 委員が、対象項目に係る防衛省との契約関係のある企業、団体等に所属するこ

ととなった場合

⑶ 承諾文書に記載された事項に抵触した又は抵触するおそれが生じた場合

⑷ その他委員を継続し難い事由が生じた場合

１１ 委員の補充

委員が離任した場合、技術戦略部長は、必要に応じて委員の補充を行うために必

要な事務手続きを行うものとする。

１２ 委員会資料の作成

⑴ 担当部署は、担当評価管理官と調整の上、第９項第２号にて使用する委員会資

料を作成し、技術戦略部長に提出するものとする。

⑵ 委員会資料は、次に示す評価対象事項に係る評価項目の基準を念頭において作

成し、委員から客観的かつ公正、中立な立場からの技術評価が得られるよう配意

することとする。

ア 技術的課題の解明手法の妥当性

イ 達成目標の達成状況

ウ 諸外国も含めた類似技術との比較、優位性

エ 総合評価

⑶ 委員会資料は、国家安全保障上の観点から注意を要する事業については、開示

可能な範囲で、先進的な技術について作成することを妨げない。

１３ 結果の公表

委員会における評価の概要及び評価結果については、外部に公表することを原則

とする。

なお、公表する個々の資料については、技術戦略部長が各委員等と調整するもの

とする。

１４ 外部評価の中止

対象項目に選定された後に状況の変化等により高度の秘密保全が求められること

になった場合は、当該対象項目に係る外部評価を中止する。

なお、技術戦略部長は、必要に応じて、外部評価の中止に係る所要の措置を講ず

るものとする。

１５ 実施要領の見直し

本実施要領は、委員会実施の成果を踏まえ、必要に応じ見直しを行うものとする。



別記様式第１

外部評価事前検討書 作成要領

外部評価事前検討書は、以下に示す要領で作成することを基準とする。

タイトル 外部評価事前検討書（評価対象項目件名）

１ 対象項目

○○○○○の研究［○○評価（○○時点）］ 計画担当：○○研究所

２ 評価対象事項

○○○○○関連技術

３ 実施希望時期

○○年○○月

４ 外部評価委員候補の有無

有 ○○大学 ○○教授

○○研究所 ○○研究員 等

無 （委員候補が無の場合は、その理由を記載する。）

５ その他

評価対象事項の選定ができない場合はその理由を記載する。



別記様式第２

○○年度外部評価委員会年度計画

実施時期 対象項目 区分 評価時点 分類 担当部署 総経費 評価対象

（月） 事項

注１：「区分」欄は、研究、開発の別を記す。

２：「分類」欄は、下記に示す６分類の別を記す。

１分類：航空機 ２分類：誘導武器 ３分類：火器・車両

４分類：艦艇・水中武器 ５分類：電子機器 ６分類：その他


